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研究成果の概要（和文）：本研究は、日本に特有な福祉レジームと日本国内の地域によって異なる産業構造が、
移民の労働市場での地位にどのような影響を及ぼすかを明らかにすることを目指した。福祉レジームの効果につ
いては、アメリカ、スウェーデン、日本の3カ国比較を行うことで、移民女性の労働市場参加が、その国の福祉
レジーム（日本の場合は男性稼ぎ主を重視する家族主義レジーム）に大きく左右されることが明らかになった。
日本国内の地域の産業構造については、移民の失業に及ぼす影響を検討したところ、輸出指向の強い自動車、電
子部品の製造業の集積地域であるほど、移民の失業率が高いことが分かった。

研究成果の概要（英文）：This study aims to explore the ways in which labor market outcomes among 
immigrants depend on welfare regimes and industrial structures of local labor marekts. To identify 
the linkage betweeen welfare regimes and socioeconomic outcomes among immigrants, we compare labor 
force participation of immigrant women across the three countries with different institutional 
settings, such as Japan, Sweden and the United States. What we found in this study is that the labor
 force participation of immigrant women is reflected by the familialistic welfare regime which is 
characterized as the male breadwinner model. Turning to the results concerning the effect of 
industrial structures of local labor markets, it is shown that immigrants' unemployment increased in
 the place with a larger concentration of manufucaturing industries with higher export orientation. 
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１．研究開始当初の背景 
日本では 1980 年代以降、多くの海外か
らの移民労働者の受け入れを経験している。
そして、少子高齢化に伴う人口減少のため、
移民労働者の受け入れについて活発な議論
が展開されている。こうしたなか、日本の
社会学も、外国人や移民を対象とし、かれ
らの地域社会における受け入れの文脈、日
本における労働市場の構造が、かれらの編
入様式にどのような影響を及ぼすか、明ら
かにしてきた。とはいえ、先行研究の多く
は、小規模なフィールドワークにもとづき、
特定の移民集団（日系ブラジル人、結婚移
民、技能実習生、アジアからの高技能外国
人など）を対象とするあまり、比較の視点
に乏しい。 
 他方で欧米の移民研究では、本研究が設
定する課題にアプローチする試みがなされ
てきた。アメリカの移民研究は、社会階層
論や経済社会学の影響が強く、受け入れ社
会の産業構造という労働需要側の要因を分
析にとりこむ研究が多くみられる。ヨーロ
ッパの移民研究では、移民の編入様式につ
いて多くの比較研究が行われ、移民の出入
国管理政策、労働市場構造、福祉レジーム、
統合政策など、受け入れ社会におけるマク
ロな制度的状況が、移民の編入様式と地位
達成にどう影響するかを明らかにしてきた。 
  
２．研究の目的 
 以上のこれまでの研究状況をかんがみ、
本研究は、①日本に居住する国際移民が、
地域の受け入れの文脈として重要な、地域
の労働市場や産業構造の動向が、かれらの
編入様式や地位達成にどのような影響を及
ぼしているのか、②移民集団ごとに異なる
国際移動の文脈や受け入れの文脈が、地域
の産業構造とどのような関係を有するのか、
③両者の相互規定的な関係が、移民の地位
達成にいかなる影響を及ぼしているかを明
らかにする。さらに、④国際移動の文脈が
異なるヨーロッパ、特にスウェーデンの移
民や古典的な移民国家として多くの移民受
け入れを経験してきたアメリカと比較する
ことで、国家間で異なるマクロな制度編成
としての雇用・福祉レジームが、移民の地
位達成にどのような影響を及ぼすかを明ら
かにする。 
 
３．研究の方法 
 本研究は、以上の課題を明らかにするため
に、量的データを用いた計量分析を主に行っ
た。分析結果の考察と解釈をサポートするた
めに、小規模な質的調査も一部で行った。分
析には、2010 年の国勢調査のミクロ・データ
を総務省統計局に申請し、分析のために利用
した。分析を行うために、欧米と日本におけ
る移民と階層や階層研究一般に関する先行
研究の検討を行い、分析モデルと仮説の構築
を行った。地域の産業構造と移民の社会階層

を検討するために、多水準モデルを分析に活
用し、市町村を単位に地域レベルの産業構造
を変数化し、個人属性を考慮しても、地域レ
ベルの産業構造が移民の失業にどのような
影響を及ぼしているのか、検討を行った。福
祉レジームの影響を検討するために、スウェ
ーデンとアメリカとの比較研究を行った。国
際比較研究を遂行するために、Guilherme Da 
Silva Kenji Chihaya （ Umea University, 
Sweden）と Tristan Ivory（University of 
Missouri, the United States）と共同で研
究を行った。スウェーデンについては、政府
の保有する Registration Records を分析に
活用し、アメリカについては、Public Use 
Micro data Samples という国勢調査の個票デ
ータを用いた分析を行った。 
 
４．研究成果 
 これら 2つの課題を中心に分析を行い、次
の成果が得られた。地域の受け入れの文脈が
どのように移民の失業を左右するのかを明
らかにするための計量分析を行った。当初は、
地域の産業構造を中心に検討を行う予定で
あったが、先行研究では、地域の産業構造に
加えて、移民コミュニティが重要な地域の受
け入れの文脈を構成し、移民の社会経済的地
位に大きな影響を及ぼしていることをかん
がみ、移民コミュニティについても地域レベ
ルで指標化し、分析を行った。分析の結果、
地域の産業構造は、移民の失業を大きく左右
していることが分かり、仮説を支持する結果
が得られた。2010 年の国勢調査データを分析
には用いたが、ちょうどこの時期は、アメリ
カ発の金融危機によって、日本でも輸出志向
の強い製造業を中心に、失業率が高く、派遣
労働者や有期雇用の労働者に対する解雇、雇
い止めなどが大きな社会問題となっていた。
そこで、産業構造を輸出志向の強い製造業
（自動車・電子機器の産業など）と国内消費
向けの製造業（食料品、衣料など）に区分し、
それらの製造業の地域における集積が、移民
の失業にどう影響しているかを見てみたと
ころ、輸出志向の強い製造業の集積地域では、
移民の失業率が高く、国内向けの製造業では
かえって、移民の失業率が低い傾向がみられ
た。また、非熟練のサービス産業の集積する
地域ほど、移民の失業率は高いことが分かり、
欧米の研究結果と一致する傾向も見られた。 
 移民コミュニティの影響については、主と
して 2つの指標から検討した。ひとつは、地
域別、各国別の移民の人口規模であり、いま
ひとつは、地域別、各国別の移民の自営業比
率である。移民人口が特定の地域に集積して
いることと、移民の自営業者が特定の地域に
集積していることが、移民の失業にどのよう
な影響を及ぼしているのかを検討した。分析
の結果、第 1に、移民人口が特定地域に集積
していることは、かえって移民の失業率を高
めていることが分かった。すなわち、移民人
口が特定の地域に集中することは、移民コミ



ュニティ仮説が示唆するように、相互の移民
の助け合いから失業率を低下させるのでは
なく、かえって、人口の多さが、移民の地域
社会での可視性を高め、差別の標的となって
いることを示すものであった。他方で、地域
における移民の自営業者の集積は、移民の失
業率を低める効果が見られた。すなわち、移
民コミュニティにおいて地域社会に移民企
業家が集積することで、それが移民にとって
の就労機会を提供し、経済危機のもとでも移
民の失業率を抑制したと考えられる。また、
移民人口や移民企業家の地域における集積
の効果は、移民集団によって異なる傾向もみ
られた。 
 次に、福祉レジームの効果を検討するため、
移民女性の労働市場参加のあり方が、日本、
スウェーデン、アメリカといった異なる福祉
レジームの諸国でどのような差異が見られ
るか検討を行った。とりわけ、ネイティブの
男性との婚姻の効果を比較したところ、日本
では、移民女性が日本人男性と結婚した場合、
日本人男性と結婚した日本人女性以上に、労
働市場参加率が著しく低下することが分か
った。こうした傾向は、アメリカやスウェー
デンでは確認できなかった。かえってスウェ
ーデンの場合、スウェーデン人男性と結婚し
た移民女性は、労働市場参加率が高まること
が分かった。日本の福祉レジームは、男性稼
ぎ主モデルを基盤とする家族主義によって
大きく特徴づけられるが、移民女性の労働市
場参加についてもそうした福祉レジームの
特徴を大きく反映するものであった。 
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